特定事業所集中減算に係る届出について

１　届出が必要な場合
事業所ごとに、判定期間に作成された居宅サービス計画について、それぞれのサービス種別ごとに次の計算式により計算し、いずれかの値が８０％を超えた場合（ただし、判定期間の途中から事業を開始した事業所を除く）

当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数
÷ 当該サービスを位置付けた計画数
　　※紹介率最高法人…最も多く居宅サービス計画に位置付けられている法人
· 対象サービス
訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護
２　届出様式
（１）「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る算定記録＜参考様式＞」
（２）下記５「８０％を超えるに至った正当な理由の範囲」のうち、（５）～（７）のいずれかに該当する場合は、その内容が確認できる書類（理由書）
３　提出期限　前期分：９月１５日（判定期間３月１日～８月末日）
後期分：３月１５日（ 　〃　 ９月１日～２月末日）

４　提出先　　〒３７０－８５０１

高崎市高松町３５番地１
高崎市役所長寿社会課福祉施設担当
E-mail：choujyu@city.takasaki.gunma.jp
※郵送・メール可。郵送の場合は、封筒表面左端に「算定記録在中」と朱書きしてください。
※様式（データ）は高崎市ホームページに掲載されていますので、ご利用ください。
５　８０％を超えるに至った正当な理由の範囲
（１）居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域内に、対象サービスの事業所の数が各サービスごとにみた場合に５事業所未満である場合など、サービス事業所が少数である場合
（２）居宅介護支援事業所が、特別地域居宅介護支援加算を受けている場合
（３）判定期間の１月あたりの平均居宅サービス計画件数が、居宅介護支援事業所全体で２０件以下である場合など、事業所が小規模である場合
（４）判定期間の１月あたりの居宅サービス計画のうち、居宅介護支援事業所において、それぞれの対象サービスを位置づけた居宅サービス計画件数が１月あたり平均
１０件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合
（５）紹介率最高法人の中で、サービス種別に応じた以下の加算を届け出ている事業所を除外して再計算をした結果、紹介率最高法人の占める割合が８０％以下となる場合
	訪問介護
	特定事業所加算Ⅰ・Ⅱ

	通所介護
地域密着型通所介護
	（旧）サービス提供体制強化加算Ⅰイ・ロ
（新）サービス提供体制強化加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ


（６）通所介護及び地域密着型通所介護事業所のうち、個別機能訓練・栄養改善・口腔機能向上の加算体制をいずれも届けている事業所について、いずれかの加算を位置付けている居宅サービス計画を除外して再計算をした結果、紹介率最高法人の占める割合が８０％以下となる場合
（７）サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集中していると認められる場合。
　（例）利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受けている場合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容について意見・助言を受けているもの
☆サービスの質が高いという理由に該当しない例　　
①系列法人に病院があり安心して利用できる。

②自宅から近い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③住宅に併設されている　　　

④系列法人に主治医がいる。
６　以上の他、特定事業所集中減算に関しては、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年老企第３６号）」による。
■８０％を越え、正当な理由がある場合の再計算の考え方は以下のとおりです。これらの記録は市が行う実地指導等で確認することがありますので、必ず作成し、５年間保存してください。なお、提出する理由書への添付は不要です。

＜５ ８０％を超えるに至った正当な理由の範囲（５）に該当する場合の具体例＞
紹介率最高法人の中で、サービス種別に応じた以下の加算を届け出ている事業所を除外して再計算をした結果、紹介率最高法人の占める割合が８０％以下となる場合
①
	
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	合計
	割合

	(1) 通所介護の位置付けられた計画数
	35
	35
	40
	35
	45
	50
	240
	81.3%

	(2) うち紹介率最高法人の位置付けられた計画数
	30
	30
	30
	25
	35
	45
	195
	

	(2)のうちサービス提供体制強化加算を届け出ている事業所を選択した計画数(A)
	20
	20
	20
	15
	20
	25
	120
	


②
	紹介率最高法人名
	○○

	サービス提供体制強化加算を届け出ている事業所名
	ア事業所
	事業所番号
	・・・・・・

	
	
	事業所番号
	

	
	
	事業所番号
	


③
	
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	合計
	割合

	通所介護の位置付けられた計画数(1)－(A)
	15
	15
	20
	20
	25
	25
	120
	62.5%

	うち紹介率最高法人の位置付けられた計画数(2)－(A)
	10
	10
	10
	10
	15
	15
	75
	


＜５ ８０％を超えるに至った正当な理由の範囲（６）に該当する場合の具体例＞
計画に位置付けられた紹介率最高法人の設置する通所介護事業所のなかに個別機能訓練・栄養改善・口腔機能向上の全ての加算を届け出ている事業所があり、当該事業所において個別機能訓練・栄養改善・口腔機能向上のいずれかの加算を位置付けた計画数を除外して再計算すると８０％以下となる場合
①
	
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	合計
	割合

	(1) 通所介護の位置付けられた計画数
	20
	20
	20
	20
	25
	25
	130
	88.5%

	(2) うち紹介率最高法人の位置付けられた計画数（紹介率最高法人の開設するア、イ２カ所の通所介護事業所が位置付けられている場合）
	17
（ア10、イ7）
	18
（ア10、イ8）
	18
（ア10、イ8）
	18
（ア10、イ8）
	22
（ア15、イ7）
	22
（ア15、イ7）
	115
（ア70、イ45）
	


②
	紹介率最高法人名
	○○

	個別機能訓練・栄養改善・口腔機能向上全ての加算を届け出ている事業所名
	ア事業所
	事業所番号
	・・・・・・

	
	
	事業所番号
	

	
	
	事業所番号
	


	
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	合計

	紹介率最高法人の位置付けられた計画数のうち個別機能訓練・栄養改善・口腔機能向上の全ての加算を届け出ている事業所を位置付けた計画数
	10
	10
	10
	10
	15
	15
	70

	うち個別機能訓練・栄養改善・口腔機能向上のいずれかの加算を位置付けた計画数(A)
	9
	9
	9
	9
	14
	14
	64


	
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	合計
	割合

	通所介護の位置付けられた計画数(1)－(A)
	11
	11
	11
	11
	11
	11
	66
	77.3%

	うち紹介率最高法人の位置付けられた計画数①－（Ａ）
	8
	9
	9
	9
	8
	8
	51
	


参　考








